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研究要旨：　
　「労働安全衛生法に基づく定期健康診断」については、「有所見の基準」、「特定業務従事者健診の対象業務」、「既往歴の聴取」等について、様々な課題が存在している。それらのあり方について、一定の提言を行うことを目的として、３年間の研究を行うことになった。その１年目として、以下の結果を得た。
「有所見の基準」について、「健康診断の有所見のあり方に関する事例調査」を行った。その結果、労働基準監督署への報告様式にある「所見のあつた者の人数」については、健診実施者の判定が優先され、「医師の指示人数」に関しては健診実施者より産業医判断とした事例が多かった。「健康診断の有所見の概念整理」について統括産業医を対象にフォーカスグループディスカッションを実施した結果、有所見のイメージとしては健診機関で異常値と判定された人や医療の継続的なフォローが必要な人、個人の正常値を外れた人という意見があったが、監督署報告は基準が示されていないことやその活用の有効性が明確ではないため、実際にはあまりこだわっていないとの実態が示された。また、「医師の指示人数」に関しては、健康診断にて要精密検査・要医療となった人数や就業制限をかけた人数、面談を実施した人数など複数の意見があった。
「特定業務従事者健診の対象業務」の実施状況について、特定業務従事者健康診断の実施率は業務内容により様々であった。その中で、深夜業の実施率は94.7％と高率であったが、特殊健康診断の対象にもなる業務では、特殊健康診断の実施率の方が高かった。特定業務従事者健康診断の主な実施理由は法令順守であり、業務に起因する健康障害に関する項目が含まれていないため、事後措置等では積極的には活用していないという回答もあった。

　「既往歴の聴取」について、「既往歴の聴取のあり方に関する事例調査」を行った。既往歴として聴取している内容について、現在り患している疾病が含まれないとの回答が１件あった。また服薬歴を含んでいるとの回答は約7割の回答者にとどまった。既往歴の調査内容・方法は、健診を実施する機関に依存している状況であった。一方、「健康診断機関の問診票の実状」を先行研究で収集された６４種類の問診票の集計結果を参考に調査した。その結果、内容は問診票によって大きく異なっていた。また、既往歴の考え方にも多様性を認めた。服薬歴については、特定健康診査の標準的質問票に含まれる項目に限定されていた。
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A.　研究の背景と目的

日本では、労働安全衛生法に基づき、常時使用する労働者の健康状態を把握し、労働時間の短縮、作業転換等の事後措置を行う、脳・心臓疾患の発症の防止、生活習慣病等の増悪防止を図ることなどを目的として定期健康診断（一般健康診断）を実施することが、事業者に義務付けられている。昨今、労働力の高齢化や長時間労働への対応の必要性、特定健康診査やストレスチェック制度の開始など、労働者の健康管理を取り巻く環境の変化に応じた見直しが図られる必要がある。

そのような状況を背景に、厚生労働省では平成28年2月から「労働安全衛生法に基づく定期健康診断のあり方検討会」を開催して検討を重ね、同年12月に報告書が取りまとめられた。その中で、労働安全衛生規則第45条に基づく特定業務従事者への健康診断の対象業務の妥当性など、今後検討すべき課題が提示された。そこで本研究では、検討会で提示された諸課題と関連して、以下の３項目について、それぞれに目標を定めて検討を行うことにした。
1． 「有所見の基準」について、定期健康診断の目的を前提とした“有所見”の定義の選択肢を示し、各健診項目に関してその定義にあった数値基準や所見基準のコンセンサス調査の結果を明らかにする。また、定義ごとに、コンセンサス調査の結果を基準とした場合の労働者全体（年齢・性別）に占める割合を算出する。その上で、「有所見の基準」に関する提言を行う。
2． 「特定業務従事者健診の対象業務」について、事例の収集および質問紙調査等で実態を明らかにする。そのうえで、特定業務従事者健診の意義、事後措置のあり方を専門家によるフォーカスグループディスカッション（FGD）を行い想定される対象業務を抽出して、対象業務についてデルファイ法によるコンセンサス調査を行って対象業務候補を提示する。その上で、「特定業務従事者健診の対象業務」について、提言を行う予定である。
3． 「既往歴の聴取」について、文献調査および個別事例の収集を行うとともに、労働衛生機関における既往歴の聴取状況についても確認する。そのうえで、FGDによって事業者が安全配慮義務を果たしたり、労働者の健康の保持増進を目的としたりした場合の聴取すべき既往歴（服薬歴や喫煙歴を含む）の基本的考え方を整理する。また、既往歴は機微な個人情報であることより、法的および倫理的側面からの検討を併せて行う。それらの検討の結果をもとに「既往歴の聴取」に関するガイドを作成する。

B．方法
　３年の研究期間の１年目として、各項目について、以下の検討を行った。

1 健康診断の有所見のあり方に関する事例調査

専業産業医ネットワークを対象に、労働基準監督署への報告書の各項目の「有所見者数」、「所見のあった者の人数」、「医師の指示人数」について、どのような概念で記載しているか、事例を収集する。

②　健康診断の有所見の概念整理
企業統括産業医パネルおよび健康診断機関統括医パネルを対象にFGDを実施する。

定期健康診断の目的には、労働者の健康リスクの把握、集団の健康状態の把握、保健指導の実施、就業制限や就業措置の実施などがある。それぞれの活用に合った“有所見”の基準の概念を検討する。
2.
「特定業務従事者健診の対象業務」

③　特定業務従事者健康診断の実施状況

事業場において、特定業務従事者健診の対象者選定方法や対象業務についての事例収集を行う。

3.
「既往歴の聴取」

④　既往歴の聴取のあり方に関する事例調査

企業等の規定について、文献調査および個別事例の収集を行う。
⑤　健康診断における既往歴の聴取状況－健康診断機関の問診票の実状－

健康診断機関における調査においては全国労働衛生団体連合会の協力を得て実施する。
C．結果
1． 有所見の基準
①　健康診断の有所見のあり方に関する事例調査
労働者が常時50名以上の事業場では、事業者に一般定期健康診断の結果の報告義務を科している。その中に有所見者の人数があるが、各項目の有所見の基準が定められていない。そこで有所見の基準に関する現状を調査することを目的に、オンラインアンケートシステムを用いて事例を収集した。

その結果、86名より回答が得られた。属性については、69名（有効回答85名）が7年以上の産業医経験を有し、現在専属産業医が58名、非専属が27名であった。「所見のあつた者の人数」に関する質問（同80名）については、48名が「健康診断を実施した医師が所見ありと判断した人数（健診実施者判断）」、24名が「事業所に勤務する産業医が判断した人数（産業医判断）」と回答した。「医師の指示人数」に関して(同80名)は、33名が健診実施者判断、42名が産業医判断と回答した。その他、統括産業医による判断などの回答があった。今後有所見とする基準および「医師の指示人数」の解釈を検討していくうえで、まずは有所見の概念を整理していく必要があると考えられた。産業保健および経営学、両分野の各々の文献調査や有識者へのインタビューを行ったところ、両者でその概念に差異があることが明らかになった。

②　健康診断の有所見の概念整理
職域における有所見の定義とその基準について概念整理を行うことを目的として、統括マネジメント研究会に参加した統括産業医を対象にフォーカスグループディスカッションを実施した。

有所見のイメージとしては健診機関で異常値と判定された人や医療の継続的なフォローが必要な人、個人の正常値を外れた人という意見があった。労働基準監督署への報告は健診機関の判定に従っている、あるいは会社独自の判定基準に従っているという意見があったが、実際はほとんど気にしていないというのが大部分の意見であった。また医師の指示人数は、労基署へ提出する「医師の指示人数」の基準は、健康診断にて要精密検査・要医療となった人数や就業制限をかけた人数、面談を実施した人数など複数の意見があった。いずれにしても現在報告義務を科している有所見者および医師の指示人数の基準は異なり、報告されている統計を活用することは困難な現状である。まずは報告する目的を明確にする必要があると考えられた。
２．特定業務従事者健診の対象業務
③　特定業務従事者健康診断の実施状況

特定業務従事者健康診断の対象業務は、労働安全衛生規則に定められている13の業務である。業務内容にかかわらず定期健康診断と同じ項目であり、特殊健康診断との役割が明確になっていない。そこで、特定業務従事者健康診断の実施状況に関する調査を実施した。
153名の産業医に対しWebアンケート調査を実施した。アンケート項目は、特定業務従事者健康診断の対象業務の有無、健康診断の実施状況とした。そのうち7名に対して、特定業務従事者健康診断の活用などについてインタビュー調査を実施した。

特定業務従事者健康診断の実施率は業務内容により様々であった。深夜業の実施率は94.7％であったが、特殊健康診断の対象にもなる業務では、特殊健康診断の実施率の方が高かった。特定業務従事者健康診断の主な実施理由は法令順守であり、業務に起因する健康障害に関する項目が含まれていないため、事後措置等で活用しにくいという回答があった。
３．既往歴の聴取
④既往歴の聴取のあり方に関する事例調査
本分担研究の目的は　既往歴の調査内容、聴取方法、情報の活用及び情報の取り扱いについて事例収集することである。実態調査を次年度に実施するための予備的な調査として、産業医業務を主たる業務とする医師を対象に事例を収集することを目的とした。

49名からの回答があり、併せてそのうち９名からインタビューの結果が得られた。既往歴として聴取している内容についての事例として現在り患している疾病が含まれないとの回答が１件あった。また服薬歴を含んでいるとの回答は約7割の回答者にとどまった。

　既往歴の聴取方法は、健診機関が作成した疾病コード表を使用しているとの回答が約半数を占めていた。また労働者が書いた内容について確認するなど既往歴を丁寧に聴取しているとの回答も見られたが、確認者の約7割は健診機関看護職であり、既往歴の調査内容・方法は、健診を実施する機関に依存している状況であった。

既往歴の調査として、聴取している内容は十分ではない実態や、その調査方法は健診を実施する機関に依存している実態が推測された。既往歴を適切に調査することを全国一律的に実施できる環境を整えていくために、健診を実施している機関は多数あり、健診を主たる業務でない医療機関が含まれることを考慮すれば、様々な工夫が必要と考えられた。本年度の調査結果をもとに、来年度実態調査を実施し、既往歴の聴取のガイドを作成する基礎資料を作成する予定である。
⑤健康診断における既往歴の聴取状況－健康診断機関の問診票の実状－

「既往歴の聴取」のあり方を検討する上で実態調査が必要と考え、健康診断の多くが委託されている健康診断機関の問診票の把握を行った。
先行研究において、全国労働衛生団体連合会に加盟する主要な健康診断機関の問診票が収集されていることが明らかになったため、研究成果および収集された問診票を活用することとした。

先行研究では64種類の問診票が収集されていた。その表記は、問診票によって大きく異なっていた。また、既往歴の考え方にも多様性を認めた。一方、服薬歴については、特定健康診査の標準的質問票に含まれる項目に限定されていた。

一般定期健康診断で収集される情報は、事業者が安全配慮義務を果たすことに有効である必要があるとともに、労働者のプライバシー保護にも配慮したものでなければならない。健康診断機関によって多様な問診票が存在し、それらは統一的な考え方で構成されたものでなかったことを考えれば、今後、一般定期健康診断の目的にあった既往歴の内容について、一定の指針が必要と考えられた。
D.　考察
　「有所見の基準」について、事業場や産業医によって異なる判断がなされていた。また、その基準に対して一定の価値を見出せないため、健診機関の判定がそのまま反映される場合も少なくなかった。本研究によって、一定の考え方を示し、報告内容や基準のあり方に知見を与えることが必要である。また、判断がばらついていることは、健康診断の事後措置を含めた基準に、複数の段階があることを示していると考えられる。有所見の定義として、健診の目的に合った複数の定義とそれぞれの基準の考え方を示すことによって、事業場における健康診断の事後措置の改善に教育的な影響を与えることが期待できる。

　「特定業務従事者健診の対象業務」については、ほとんどが深夜業を対象としたものであった。特定業務従事者健診の意義や事後措置のあり方を整理したうえで、対象業務の見直しや事後措置についての教育的な指針の策定が必要と考えられた。
「既往歴の聴取」については、健診を実施する機関に依存している実態が推測された。一方、健診機関の問診票の内容は、機関によって大きく異なっていた。また、既往歴の考え方にも多様性があり、服薬歴は、特定健康診査の標準的質問票に含まれる項目に限定されていた。既往歴および服薬歴は業務によっては事業者が安全配慮義務を果たすために有効な情報であるともに、過剰な情報収集や取扱いによっては就労差別を受ける可能性もあるため、多面的な立場から検討が必要と考えられた。
E.　学会発表

　平成2９年度はなし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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